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第３章 目標達成のための対策・施策

第２節 地球温暖化対策・施策
２．分野横断的な施策

（ａ）Ｊークレジット制度の推進
○ Ｊークレジット制度の推進
国内の多様な主体による省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの活用
等による排出削減対策及び適切な森林管理による吸収源対策を引き続き積極的に推進
していくため、低炭素社会実行計画の目標達成やカーボン・オフセット等に活用できるクレジッ
トを認証するＪークレジット制度を着実に実施していく。

第６節 国民運動の展開 （抜粋）
Ｊークレジット等を活用したカーボン・オフセットの取組を推進するとともに、カーボン・オフセッ
トされた製品・サービスの社会への普及を図る。

地球温暖化対策計画でのＪークレジット制度の位置づけ

4出典： 地球温暖化対策計画

 現行の地球温暖化対策計画（2016年５月閣議決定）では、Ｊークレジット制度を「分野横断
的な施策」と位置づけ。

 Ｊークレジット等を活用したカーボン・オフセットの推進を「国民運動の展開」として位置づけ。









１．これまでの取組に対する評価

 国が運用する制度としての信頼性

 方法論やモニタリングの厳格さによる国際的イニシアチブからの評価
（Ｊークレジットを活用して付加価値をつけたい。）

 制度がしっかりしているが故に、需要に供給が追いついていない
（入札販売の量が少ない。入札販売の頻度を増やして欲しい。）

２．今後の課題

（１） 需要拡大への対応

 企業のCN宣言、サプライヤーへの要請、ゼロカーボンシティなどにより、

企業・自治体等からのニーズ拡大

 経済と環境の好循環の観点から、国際的な枠組み（CORSIA）への

対応の必要性

（２） 信頼と利便性の両立する制度運営

 制度の永続性への不安

（Ｊクレ制度は2030年以降も必要であり、国の方針として制度継続を明言して欲しい。）

 利便性への不満

（制度が複雑で難しい。システム上で完結できるようにして欲しい。）

（グリーン電力証書、非化石証書などの類似制度があり、利用しづらい） 8

Ｊークレジットの現状評価と課題
 Ｊークレジットは、質の高いクレジットとして、順調に進捗。他方、企業からのＪークレジット

のニーズも高まっており、需要拡大への対応や制度の更なる改善を図っていくことが必要。

（ヒアリング等でＪクレ事務局に寄せられたご意見）

質を確保しながら、
供給を拡大

供給の拡大が必要

制度の永続性と利便性
確保に向けた改善が必要















１．供給・需要の拡大

（１） 保有している環境価値の顕在化

 森林 全国の森林整備法人等への制度活用の働きかけ

森林由来クレジットのモニタリング簡素化等の制度改善検討

 中小企業等 省エネ設備導入時などに生じたクレジット創出機会の顕在化。周知による積み上げ

 補助金由来 国・自治体の補助金事業（特に個人・中小企業向け）の環境価値をJークレジットとして取込

（２） 新たな技術によるＣＯ２削減の取込

 水素、アンモニア、CCUS等 Jークレジット運営委員会で新規技術の方法論策定を議論して運用を検討

（３） オフセットでの活用による需要拡大

 企業、政府、自治体 Jークレジットを活用したカーボン・オフセットの取組を推進し、需要を拡大

２．制度環境整備

（１） 永続性の確保
2050CN実現に向けて、必要な制度としての位置づけを明確化

（２） 利便性確保のためのデジタル化推進
クレジット創出・活用に関する各種プロセス・及び各種申請手続きを電子化することによる効率化

（３） 非化石証書等の他の類似制度との連携

（４） 自治体との連携
ゼロカーボンシティや「地域循環共生圏」の実現に向け、域内での炭素価値の率先した需要だけでなく、
森林や補助金事業等を通じた供給者としても、自治体の役割は大きい

Ｊークレジット活性化策
 CN達成に向けて、代替技術が実装するまでの移行期では、クレジットでCO2排出量を調整

する動きが加速。クレジット創出・購入側のニーズを満たすＪークレジット活性化策が必要。
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第6回中環審・産構審合同会合（2021年5月14日）

J－クレジット制度に関する委員ご意見

＜供給拡大のために周知徹底・利便性向上＞
 J-クレジットは、削減のためのインセンティブとして有力なオプション。クレジットが安定供給される点が重要。
 まだまだ認知度が低い。中小企業はなかなかCO2削減に取り組めない中で、新たな収益につながる可能

性。地域金融機関と連携して周知徹底する必要。
 中小企業の利用促進策として、補助金の活用や一括申請の仕組みなどがあるのではないか。
 企業に認知されて活用されていくよう、メリットを分かりやすく伝えて欲しい。また、簡便な参画手続きを。
 資産運用会社や銀行もJ-クレジットの活用を検討しているようだが、利便性やボリュームの点で使いにくい

とのこと。

＜制度環境整備＞
 クレジット制度が複数あるので、場合によっては整理・統合・分かりやすさの向上を進めていただきたい。
 森林クレジット含めて、ICAOのクレジット対応を進めていただきたい。国際的な制度の下でクレジット制度

を使わざるを得ない事業者がいる中で、海外クレジットを買うより国内で資金化したほうがよい。
 長期制度であることの保証は早急に必要。
 クレジットやゼロエミ電源を企業が安価に購入できる制度を作ることが大事。

＜成長に資するカーボンプライシングとの関係＞
 長期的に移行を促すシグナルをどのように発信できるかが課題。排出削減の努力に価格が付くということに

間違いないし、当面企業がクレジットを利用して目標を達成できることにもなる。拡充の方向性は賛成。
 2050年に向けてサイエンスベースなCNの戦略を作る上で、ポテンシャルが大きいと思う。
 全体の成長に資することを考えてやるとのことだが、再エネの追加性を促進させる制度にしていただきたい。




